
  

令和８年度農業農村整備事業の補助便覧（主な事業） 正誤表 
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１ 農業競争力強化基盤整備事業 
 

事 業 名 
 

事 業 主 体 
 

負 担 区 分 
 

事 業 内 容 等 
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中 
間 
管 
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機 
構 
関 
連 
農 
地 
整 
備 
事 
業 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
農地整備事業 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
県及び市町村   
       
       
       
       
       
       
       
 

 
50 
<55> 
 

推進
費 
12.5 
<7.5> 

 
 
 

 
27.5 

<27.5> 
 
 

 
10.0 

<10.0> 
 
 

（事業内容） 
１ 農地整備事業（一般型・省力化整備型） 
 
 (1)一般型 
   ①農業用用排水施設整備、②農道整備、 
   ③区画整理、④農地造成、⑤暗渠排水、⑥客土、⑦除礫。 
   省力化整備型 

①畦畔除去、②法面の緩傾斜化、③その他省力化に資する整備 
２ 機構集積推進事業（推進費） 

推進費は事業費の 12.5％（全額国費）〈中山間地域等は 7.5％〉｡ 
３ 実施計画策定 

中山間地域、水田農業高収益化推進計画策定地区、輸出事業計
画関連地区(最大４年)。 

  
（事業の実施要件） 
 一般型  
１ 事業対象の農用地の全てについて、農地中間管理機構が農地中
間管理権を有すること又は地域計画の区域内において農業の経営
若しくは農作業の委託を受けていること。 

２ 事業対象農用地面積については、県営 10ha以上、中山間地域等
または事業主体が市町村の場合は 5ha 以上であり事業対象農地を
構成する各団地は 1ha 以上（中山間地域等は 0.5ha 以上）の連担
化した農地であること。 

３ 農地中間管理権の存続期間若しくは委託を受けている農業経営
等の委託期間が 15年間以上あること。 

４ 事業対象農地の 8 割以上を事業完了後 5 年以内に担い手に集団
化すること。 

 
５ 事業実施前から目標年度（事業完了後５年以内）にかけて、担
い手の農地利用集積率（事業施行地域内農用地に占める担い手の
経営等農用地面積の割合及び担い手の農地集約化率（事業施行地
域内農用地に占める担い手の集約化面積の割合）がそれぞれおお
むね 50 %以上向上すること 

６ 事業実施地域の収益性が事業完了後 5 年以内（果樹は 10 年以
内）に 20％以上向上すること。 

 省力化整備型 
１ 一般型の１～３について共通。 
２ 中山間又は山間地農地等。 
３ 過去の基盤整備等により、農用地の８割以上を担い手に集団化
していること。 

４ 事業完了後５年以内に集約化されていない農地の８割以上を担
い手に集団化又は集約化すること。 

５ 過去の基盤整備等により、収益性が 20％以上向上していること
又は周辺の農用地と比べて収益性が 20％以上上回っていること。 

６ 事業実施年度から目標年度にかけて農地の畦畔の草刈りや水路
の草刈り、泥上げ等の維持管理コストが 20％削減されること。 
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１ 農業競争力強化基盤整備事業 
 

事 業 名 
 
事 業 主 体 

 
負 担 区 分 

 
事 業 内 容 等 

国 県 地元 
 
農 
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中 
間 
管 
理 
機 
構 
関 
連 
農 
地 
整 
備 
事 
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農地整備事業 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 県及び市町村   
       
       
       
       
       
       
       
       
       
       
       
       
       
       
       
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
50 

<55> 
 

推進費 
12.5 
<7.5> 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

 
27.5 

<27.5> 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

 
10.0 

<10.0> 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

 
（事業内容） 
１ 農地整備事業（一般型・省力化整備型） 
 
 (1)一般型 
   ①農業用用排水施設整備、②農道整備、 
   ③区画整理、④農地造成、⑤暗渠排水、⑥客土、⑦除礫。 
   省力化整備型 

①畦畔除去、②法面の緩傾斜化、③その他省力化に資する整備 
２ 機構集積推進事業（推進費） 

推進費は事業費の 12.5％（全額国費）〈中山間地域等は 7.5％〉｡ 
３ 実施計画策定 

中山間地域、水田農業高収益化推進計画策定地区、輸出事業計画
関連地区(最大４年)。 

  
（事業の実施要件） 
 一般型  
１ 事業対象の農用地の全てについて、農地中間管理機構が農地中間
管理権を有すること又は地域計画の区域内において農業の経営若
しくは農作業の委託を受けていること。 

２ 事業対象農用地面積 10ha 以上、中山間地域等は 5ha 以上であり
事業対象農地を構成する各団地は 1ha 以上（中山間地域等は 0.5ha
以上）の連担化した農地であること。 

３ 農地中間管理権の存続期間若しくは委託を受けている農業経営
等の委託期間が 15年間以上あること。 

４ 事業対象農地の 8割以上を事業完了後 5年以内に担い手に集団化
すること。 

 
５ 事業実施前から目標年度（事業完了後５年以内）にかけて、担い
手の農地利用集積率（事業施行地域内農用地に占める担い手の経営
等農用地面積の割合及び担い手の農地集約化率（事業施行地域内農
用地に占める担い手の集約化面積の割合）がそれぞれおおむね 50 %
以上向上すること 

６ 事業実施地域の収益性が事業完了後 5年以内（果樹は 10年以内）
に 20％以上向上すること。 

 省力化整備型 
１ 一般型の１～３について共通。 
２ 中山間又は山間地農地等。 
３ 過去の基盤整備等により、農用地の８割以上を担い手に集団化し
ていること又は、事業完了後５年以内に集約化されていない農地の
８割以上を担い手に集団化又は集約化すること。 

4 過去の基盤整備等により、収益性が 20％以上向上していること又
は周辺の農用地と比べて収益性が 20％以上上回っていること。 

5 事業実施年度から目標年度にかけて農地の畦畔の草刈りや水路
の草刈り、泥上げ等の維持管理コストが 20％削減されること。 
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令和８年度農業農村整備事業の補助便覧（主な事業） 正誤表 
ページ 

正 誤 

p.16 

 

３ 農業水路等長寿命化・防災減災事業 

 
事 業 目 的 

 
メ ニ ュ ー 

 
事業主体 

 
採   択   要   件 

 
農業水利施設のきめ細や

かな長寿命化を図るほか、水
管理労力軽減や維持管理コス
ト低減に資する取組、施設の
機能低下により災害のおそれ
が生じている箇所において、
その機能を回復するととも
に、被害の発生を未然に防ぐ
ための取組及び事故の防止な
どリスク管理に資する取組を
実施し、もって農業の持続的
な発展を図る。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
１ 長寿命化対策 
(1)長寿命化対策 
・長寿命化対策に資する農業用用排水
施設等の整備 

 
２ 防災減災対策 
(1)自然災害等対策 
・自然災害等により被害が発生するお
それのある農業用排水施設等の整
備 

(2)危機管理対策 
・防災安全度の向上を図るために行う
管理施設等の整備 

(3)ため池防災環境整備 
・ため池の防災安全度の向上を図るた
めに行う管理施設等の整備 

(4)流域治水対策 
・流域治水対策のために行う管理施設
等の整備 

 
３ ため池の保全・避難対策 
(1)ため池の保全・避難対策 
・緊急時の迅速な避難行動や適切な保
全管理につなげる対策 

 
４ 施設情報整備・共有化対策 
(1)施設情報整備・共有化対策 
・地理情報システムの情報整備 

 
県、市町村、土
地改良区等 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 
長寿命化・防災減災計画を作成していること。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

  
〈〉内は五法等指定地域及び棚田地域振興法第７条第 1項に基づき指定された指定棚田地域の場合 

 
事 業 名 等 

 
事 業 主 体 

 
負 担 区 分 

 
採 択 基 準 

国 県 地元 

 
長
寿
命
化
対
策 
 

 
(1)長寿命
化対策 

 
県営 

 
更新事業 

令和 5年度以前採択 

 
（事業の実施要件） 
１ 長寿命化・防災減災計画を作成していること。 
２ １に加え、以下のすべての要件を満たすこと。 

(1) 交付対象事業１地区当たりの事業費の合計が 200 万円以上となるこ
と。 

(2) 交付対象事業１地区当たりの受益農業従事者数が、２者以上である
こと（ただし、施設の廃止や撤去を行う場合は除く。）。 

(3) 交付対象事業１地区当たりの事業工期が原則３か年以内（ため池の
整備を行う場合は工事工期が原則５か年以内）であること。 

 
〇県営 

(1) 国営関連事業に位置付けられた事業地区、又は県営造成農業水利施
設。 

(2) 国営吉野川北岸２期地区の事業対象外となった国営造成施設。 
(3) １地区当たりの受益面積が 20ha（中山間地域は 10ha）以上。 
(4) １地区当たりの総事業費が 5,000万円以上。 
(5) 機能保全対策については、機能保全計画が策定済みの施設。 
(6) 同一路線での連続しての採択は原則行わない。 
(7) 末端支配面積が概ね 100ha以上（田以外は 20ha以上） 

の場合は高度化または農山交で実施する 
   ただし、次の場合は長寿命化で実施することができる。 

１）従前に同一の地区として機能保全計画を策定し、やむを得ず分割
して施設整備を行った地区 

２）五法等指定地域などにより、国庫補助率の嵩上げ措置が見込める
地区 

３）地元負担のうち、土地改良区など直接農家負担を伴う地区 
〇団体営 

～略～ 

 
50 

〈55〉 

 
31 

〈30〉 

 
19 

〈15〉 

 
団体営 

 
50 

〈55〉 

 
14 

〈14〉 

 
36 

〈31〉 
 
 

 

３ 農業水路等長寿命化・防災減災事業 

 
事 業 目 的 

 
メ ニ ュ ー 

 
事業主体 

 
採   択   要   件 

 
農業水利施設のきめ細や

かな長寿命化を図るほか、水
管理労力軽減や維持管理コス
ト低減に資する取組、施設の
機能低下により災害のおそれ
が生じている箇所において、
その機能を回復するととも
に、被害の発生を未然に防ぐ
ための取組及び事故の防止な
どリスク管理に資する取組を
実施し、もって農業の持続的
な発展を図る。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
１ 長寿命化対策 
(1)長寿命化対策 
・長寿命化対策に資する農業用用排

水施設等の整備 
 
２ 防災減災対策 
(1)自然災害等対策 
・自然災害等により被害が発生する

おそれのある農業用排水施設等
の整備 

(2)危機管理対策 
・防災安全度の向上を図るために行

う管理施設等の整備 
(3)ため池防災環境整備 
・ため池の防災安全度の向上を図る

ために行う管理施設等の整備 
 
３ ため池の保全・避難対策 
(1)ため池の保全・避難対策 
・緊急時の迅速な避難行動や適切な

保全管理につなげる対策 
 
４ 施設情報整備・共有化対策 
(1)施設情報整備・共有化対策 
・地理情報システムの情報整備 
 
 

 
県、市町村、
土地改良区
等 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
長寿命化・防災減災計画を作成していること。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

  
〈〉内は五法等指定地域及び棚田地域振興法第７条第 1項に基づき指定された指定棚田地域の場合 

 
事 業 名 等 

 
事 業 主 体 

 
負 担 区 分 

 
採 択 基 準 

国 県 地元 

 
長
寿
命
化
対
策 
 

 
(1)長寿命
化対策 

 
県営 

 
更新事業 

令和４年度以前採択 

 
（事業の実施要件） 
１ 長寿命化・防災減災計画を作成していること。 
２ １に加え、以下のすべての要件を満たすこと。 

(1) 交付対象事業１地区当たりの事業費の合計が 200万円以上となるこ
と。 

(2) 交付対象事業１地区当たりの受益農業従事者数が、２者以上である
こと（ただし、施設の廃止や撤去を行う場合は除く。）。 

(3) 交付対象事業１地区当たりの事業工期が原則３か年以内（ため池の
整備を行う場合は工事工期が原則５か年以内）であること。 

 
〇県営 

(1) 国営関連事業に位置付けられた事業地区、又は県営造成農業水利施
設。 

(2) 国営吉野川北岸２期地区の事業対象外となった国営造成施設。 
(3) １地区当たりの受益面積が 20ha（中山間地域は 10ha）以上。 
(4) １地区当たりの総事業費が 5,000万円以上。 
(5) 機能保全対策については、機能保全計画が策定済みの施設。 
(6) 同一路線での連続しての採択は原則行わない。 

〇団体営 
～略～ 

 
50 

〈55〉 

 
29 

〈29〉 

 
21 

〈16〉 

 
更新事業 

令和 5年度以前採択 

 
50 

〈55〉 

 
31 

〈30〉 

 
19 

〈15〉 

 
団体営 

 
50 

〈55〉 

 
14 

〈14〉 

 
36 

〈31〉 
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p.21 

３ 農業水路等長寿命化・防災減災事業 

 
事 業 名 等 

 
事 業 主 体 

 
負 担 区 分 

 
採 択 基 準 

国 県 地元 

 
防
災
減
災
対
策 

 
(1)自然災
害対策 

 
県営 

 
50 

〈55〉 

 
未定 

 
未定 

 
コ 利活用保全 
（事業内容） 
農業用用排水施設の利活用保全のために必要な生態系保全施設、地域防

災施設、渇水対策施設の整備。 
 
（事業の実施要件） 
要領別表２の対策種類の(1)の交付対象事業の欄に掲げるアからオまで

と併せ行うもの。もしくは過去に実施したもの又は渇水対策施設の整備で
あって以下の要件をみたすものを対象とする。 
 

①事業により整備した施設の適正な維持管理が行われると認められること 
②次のいずれかに該当する地域における施設整備であること。 

1）直近 10 年間において、当該地域が属する水系における水利調整を行
う組織の決定等により、一定期間の取水量の減量を行ったことがある
こと。 

2）直近 10年間において、他種利水者等関係機関から申入れ等を踏まえ、
渇水調整に係る活動を行ったことがあること。 

 
団体営 

 
50 

〈55〉 

 
18 

〈18〉 

 
32 
〈27
〉 

 
県営又は団体営 

 
50 

〈55〉 

 
未定 

 
未定 

 
～略～ 

 

３ 農業水路等長寿命化・防災減災事業 

 
事 業 名 等 

 
事 業 主 体 

 
負 担 区 分 

 
採 択 基 準 

国 県 地元 

 
防
災
減
災
対
策 

 
(1)自然災
害対策 

 
県営又は団体営 

 
50 

〈55〉 

 
未定 

 
未定 

 
コ 利活用保全 
（事業内容） 

農業用用排水施設の利活用保全のために必要な生態系保全施設、地域防
災施設、渇水対策施設の整備。 
 
（事業の実施要件） 
要領別表２の対策種類の(1)の交付対象事業の欄に掲げるアからオまで

と併せ行うもの又は過去に実施したものを対象とする 

 
50 

〈55〉 

 
18 

〈18〉 

 
32 

〈27〉 

 
50 

〈55〉 

 
未定 

 
未定 

 
～略～ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

令和８年度農業農村整備事業の補助便覧（主な事業） 正誤表 
ページ 正 誤 

 
p.28 ６ 農村地域防災減災事業 

 
事 業 名 

 
事 業 主 体 

 
負 担 区 分 

 
事 業 内 容 等 

国 県 地元 
整
備
事
業
・
用
排
水
施
設
等
整
備 

防災ダム整
備事業 

県営又は団体営 55 未定 未定 （事業内容） 
1 防災ダム整備事業 
  洪水調節用のダム（余水吐その他の付帯施設を含む。）の新設又は改修
及び併せ行う関連整備。 

2 実施計画策定等 
 (1) 実施計画策定 

事業に係る施設の諸条件等について調査等を行い、当該事業に必要な
実施計画を策定するものとする。 

 (2) 耐震性点検・耐震化対策整備計画策定 
大規模地震発生のおそれのある地域において、施設の耐震性を調査す

るとともに、必要に応じて耐震化対策整備計画を策定するものとする。 
 (3) 施設長寿命化計画策定 

機能診断等の調査を行い、施設長寿命化計画を策定するものとする。 
 
（事業の実施要件） 
1 防災受益面積がおおむね 100ha以上。 
 
2 台風常襲地帯(台風常襲地帯における災害の防除に関する特別措置法(昭

和 33 年法律第 7 号)第 3 条第 1 項の規定に基づき指定された地域をい
う)、豪雪地帯(豪雪地帯対策特別措置法(昭和 37 年法律第 73 号)第 2 条
第 1 項の規定に基づき指定された地域をいう)、又は振興山村(山村振興
法(昭和 40 年法律第 64 号)第 7 条第 1 項の規定に基づき指定された地域
をいう)であって、次の要件のすべてに該当する地域において行うものの
防災受益面積については、おおむね 70ha以上。 

 
・当該事業の計画年度の前年度からおおむね過去 10か年間に激甚災害に対

処するための特別の財政援助等に関する法律の第 5 条第１項の規定に基
づき定められた地域であって、洪水により農地、農作物又は農業用施設
に被害が発生した地域であること。 

・将来における洪水の発生により、農地、農作物又は農業用施設に被害が発
生することを緊急に防止する必要があると認められること。 

 
3 農業以外の事業効果が見込まれる場合には、当該効果が全体の事業効果

の 50%未満のものに限る。 

  

実施計画策定
等においては
調査・調整費の
50/100 
(ただし、二次
災害が予想さ
れる地区にお
ける施設に係
るものであっ
て、令和 12 年
度までに採択
する場合にあ
っては定額補
助） 

  

  

 

６ 農村地域防災減災事業 
 

事 業 名 
 
事 業 主 体 

 
負 担 区 分 

 
事 業 内 容 等 

国 県 地元 
整
備
事
業
・
用
排
水
施
設
等
整
備 

防災ダム整
備事業 

県営又は団体営 55 未定 未定 （事業内容） 
1 防災ダム整備事業 
  洪水調節用のダム（余水吐その他の付帯施設を含む。）の新設又は改修及
び併せ行う関連整備。 

2 実施計画策定等 
 (1) 実施計画策定 

事業に係る施設の諸条件等について調査等を行い、当該事業に必要な 
実施計画を策定するものとする。 

 (2) 耐震性点検・耐震化対策整備計画策定 
大規模地震発生のおそれのある地域において、施設の耐震性を調査 

するとともに、必要に応じて耐震化対策整備計画を策定するものとす 
る。 

 (3) 施設長寿命化計画策定 
機能診断等の調査を行い、施設長寿命化計画を策定するものとする。 

 
（事業の実施要件） 
1 防災受益面積がおおむね 100ha以上。 
 
2 台風常襲地帯(台風常襲地帯における災害の防除に関する特別措置法(昭和

33 年法律第 7 号)第 3 条第 1 項の規定に基づき指定された地域をいう)、
豪雪地帯(豪雪地帯対策特別措置法(昭和 37年法律第 73号)第 2条第 1項
の規定に基づき指定された地域をいう)、又は振興山村(山村振興法(昭和
40年法律第 64号)第 7条第 1項の規定に基づき指定された地域をいう)で
あって、次の要件のすべてに該当する地域において行うものの防災受益面
積については、おおむね 70ha以上。 

 
・当該事業の計画年度の前年度からおおむね過去 10か年間に激甚災害に対処

するための特別の財政援助等に関する法律の第5条第１項の規定に基づき
定められた地域であって、洪水により農地、農作物又は農業用施設に被害
が発生した地域であること。 

・将来における洪水の発生により、農地、農作物又は農業用施設に被害が発生
することを緊急に防止する必要があると認められること。 

 
3 農業以外の事業効果が見込まれる場合には、当該効果が全体の事業効 
  果の 50%未満のものに限る。 

  

(ただし、二次
災害が予想さ
れる地区にお
ける施設に係
るものであっ
て、令和 12年
度までに採択
する場合にあ
っては定額補
助） 

  

  

 
 

 



 

令和８年度農業農村整備事業の補助便覧（主な事業） 正誤表 
ページ 正 誤 

 
p.33 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
p.34 

 

６ 農村地域防災減災事業 
 

事 業 名 
 

事 業 主 体 
 

負 担 区 分 
 

事 業 内 容 等 

国 県 地元 
整
備
事
業
・
用
排
水
施
設
等
整
備 

地域防災機
能増進事業 

県営 土地 
改良 
施設 
耐震 
対策 
事業 

大規模 55 37 8  耐震化対策整備計画が策定されており、次の要件を満たすもの。 
 1 防災受益面積がおおむね 400ha以上のもの。 
 耐震改修と一体不可分な範囲で補修又は更新を行う場合は、以下の要件
をすべて満たすものとする。 
 ア 耐震改修に係る事業費が総事業費の 1/2以上であること。 
 イ 耐震改修と一体不可分な範囲において老朽化等による機能低下が

みられること。 
 ウ 補修又は更新を行う施設が、施設長寿命化計画に位置づけられてい

ること。 

小規模 50 
<55> 

32 
<32> 

18 
<13> 

 耐震化対策整備計画が策定されており、かつ、次のいずれかに該当する
もの。 
 1 総事業費が概ね 800万円以上のもの 
2 防災受益面積がおおむね 30ha以上のもの。 

 

団体
営 

土地 
改良 
施設 
耐震 
対策 
事業 

大規模 55 19 26  耐震化対策整備計画が策定されており、次の要件を満たすもの。 
 1 防災受益面積がおおむね 400ha以上のもの。 
 耐震改修と一体不可分な範囲で補修又は更新を行う場合は、以下の要件
をすべて満たすものとする。 
 ア 耐震改修に係る事業費が総事業費の 1/2以上であること。 
 イ 耐震改修と一体不可分な範囲において老朽化等による機能低下が

みられること。 
 ウ 補修又は更新を行う施設が、施設長寿命化計画に位置づけられてい

ること。 

小規模 50 
<55> 

21 
<21> 

29 
<24> 

 耐震化対策整備計画が策定されており、かつ、次のいずれかに該当する
もの。 
 1 総事業費が概ね 800万円以上のもの 
2 防災受益面積がおおむね 30ha以上のもの。 

県営
又は
団体
営 

農道 
防災 
対策 
工事 

大規模 55 32 13  防災対策の必要性が整理されており、次の要件を満たすもの。 
 1 防災受益面積が 400ha以上のもの。 
 耐震化対策を行うものにあっては、耐震化対策整備計画が策定されてい
るもの。 

 

６ 農村地域防災減災事業 
 

事 業 名 
 

事 業 主 体 
 

負 担 区 分 
 

事 業 内 容 等 

国 県 地元 
整
備
事
業
・
用
排
水
施
設
等
整
備 

地域防災
機能増進
事業 

県営 土地 
改良 
施設 
耐震 
対策 
事業 

大規模 55 37 8   
 耐震改修と一体不可分な範囲で補修又は更新を行う場合は、以下の要件
をすべて満たすものとする。 
 ア 耐震改修に係る事業費が総事業費の 1/2以上であること。 
 イ 耐震改修と一体不可分な範囲において老朽化等による機能低下がみ

られること。 
 ウ 補修又は更新を行う施設が、施設長寿命化計画に位置づけられてい
ること。 

小規模 50 
<55> 

32 
<32> 

18 
<13> 

 耐震化対策整備計画が策定されており、かつ、次のいずれかに該当する
もの。 
 1 総事業費が概ね 800万円以上のもの 
2 防災受益面積がおおむね 30ha以上のもの。 

 

団 体
営 

土地 
改良 
施設 
耐震 
対策 
事業 

大規模 55 19 26  耐震改修と一体不可分な範囲で補修又は更新を行う場合は、以下の要件
をすべて満たすものとする。 
 ア 耐震改修に係る事業費が総事業費の 1/2以上であること。 
 イ 耐震改修と一体不可分な範囲において老朽化等による機能低下がみ

られること。 
 ウ 補修又は更新を行う施設が、施設長寿命化計画に位置づけられてい

ること。 

小規模 50 
<55> 

21 
<21> 

29 
<24> 

 耐震化対策整備計画が策定されており、かつ、次のいずれかに該当する
もの。 
 1 総事業費が概ね 800万円以上のもの 

2 防災受益面積がおおむね 30ha以上のもの。 

県 営
又 は
団 体
営 

農道 
防災 
対策 
工事 

小規模 50 
<55> 

32 
<32> 

18 
<13> 

 耐震化対策整備計画が策定されており、かつ、次のいずれかに該当する
もの。 
 1 総事業費が概ね 800万円以上のもの 
2 防災受益面積がおおむね 30ha以上のもの。 

 
 

 

 



 

令和８年度農業農村整備事業の補助便覧（主な事業） 正誤表 
ページ 正 誤 

 
p.35 ６ 農村地域防災減災事業 

 
事 業 名 

 
事 業 主 体 

 
負 担 区 分 

 
事 業 内 容 等 

国 県 地元 
整
備
事
業
・
用
排
水
施
設
等
整
備 

農業用河川
工作物等応
急対策事業
（小規模） 

県営 
 

農業用河川
工作物応急
対策事業 

50 
<55> 

32 
<32> 

18 
<13> 

～略～ 

50 
<55> 

42 
<42> 

8 
<3> 

～略～ 

農業用道路
横断工作物
緊急耐震対
策事業  
 

50 
<55> 

未定 未定 地震の際に緊急輸送路として活用される道路の機能の確保及び道路交通
車両の安全を確保するための耐震補強整備（高速自動車国道又は一般有料
道路を横断して設置されているものに限る。） 
１.総事業費がおおむね 800万円以上 

団体営 
 

農業用河川
工作物応急
対策事業 

50 
<55> 

未定 未定  
 農業用河川工作物（頭首工、水門、樋門、樋管、橋梁等をいう。（以下「工
作物」という。）の整備補強、撤去、撤去に伴う整備又は撤去に伴う代替水
源の整備（以下、整備補強等という。） 
 
 1.総事業費がおおむね 800万円以上 10,000万円未満。 
 2.工作物撤去に伴う代替水源の整備 

工作物の整備補強又は撤去に伴う整備を行うよりも経済的であるもの 
 

農業用道路
横断工作物
緊急耐震対
策事業  
 

50 
<55> 

未定 未定 地震の際に緊急輸送路として活用される道路の機能の確保及び道路交通
車両の安全を確保するための耐震補強整備（高速自動車国道又は一般有料
道路を横断して設置されているものに限る。） 
１．総事業費がおおむね 800万円以上 

 
 

６ 農村地域防災減災事業 
 

事 業 名 
 

事 業 主 体 
 

負 担 区 分 
 

事 業 内 容 等 

国 県 地元 
整
備
事
業
・
用
排
水
施
設
等
整
備 

農業用河川
工作物等応
急対策事業
（小規模） 

県営 
 

農業用河川
工作物応急
対策事業 

50 
<55> 

32 
<32> 

18 
<13> 

～略～ 

50 
<55> 

42 
<42> 

8 
<3> 

～略～ 

農業用道路
横断工作物
緊急耐震対
策事業  
 

50 
<55> 

未定 未定  

団体営 
 

農業用河川
工作物応急
対策事業 

50 
<55> 

未定 未定  
 農業用河川工作物（頭首工、水門、樋門、樋管、橋梁等をいう。（以下「工
作物」という。）の整備補強、撤去、撤去に伴う整備又は撤去に伴う代替水
源の整備（以下、整備補強等という。） 
 
 1.総事業費がおおむね 800万円以上。 
 2.工作物撤去に伴う代替水源の整備 

工作物の整備補強又は撤去に伴う整備を行うよりも経済的であるもの 
 

農業用道路
横断工作物
緊急耐震対
策事業  
 

50 
<55> 

未定 未定  

 
 

 

 



令和８年度農業農村整備事業の補助便覧（主な事業） 正誤表 
ページ 正 誤 

 
p.45 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
p.46 

 
８ 農村整備事業 

 
事 業 名 

 
事 業 主 体 

 
負 担 区 分 

 
採 択 基 準 

国 県 地元 
 
農 
村 
整 
備 
事 
業 
 
 
 

  
県営又は市町村   

 
50 

〈55〉 
 

定額 
（計画
策定等
事業） 

 
 

 
未定 

 

 
未定 

 

 
（事業の実施区域） 
１ 農業集落排水施設整備事業（省略）  
 
２  農道・集落道整備事業 

原則として、整備される農道又は集落道の路線若しくは区間又は機能が
県道又は幹線市町村道の路線等と重複しない範囲において実施するもの
とする。 

 
（事業内容） 
１ 農業集落排水施設整備事業 
 (1)強靱化型 

 既設の農業集落排水施設について、最適整備構想又は維持管理適正化計
画に基づき実施する耐震、浸水、停電対策、管理システム整備等の施設の
目的を達成するために必要な改築又は撤去。 

 (2)高度化型 
  維持管理の効率化・適正化に向けた新技術導入に取り組む施設の整備、
改築又は撤去。 

 (3)調査計画策定 
   農業集落排水施設の諸条件について調査等を行い、施設整備に必要な事
業計画の策定。 

   
２ 農道・集落道整備事業 

～略～ 

 
県営又は団体営 
 
※営農飲雑用水施
設整備事業（団体
営）に適用 

 
50 

〈55〉 
 
 

 
未定 

〈※20〉 

 
未定 

〈※25〉 

 
３ 営農飲雑用水施設整備事業 
  (1)強靱化型 
     既設の営農飲雑用水施設について、機能保全対策面からの更新整備、

機能強化対策面等からの整備水準の向上を図る保全対策、耐震、浸水、停
電対策、管理システム等の整備又は再編に伴う施設の整備若しくは撤去
を行う。なお、取水施設、導水施設、送水施設、浄水施設、配水施設又は
給水区域内の防災拠点等までの送配水管路のいずれか一つ以上の施設に
対して、部分的に整備することも可能。 

  (2)高度化型 
     農業生産性の向上、農産物の生産コストの削減若しくは６次産業化に

資する整備又は維持管理の効率化等のための既設の営農飲雑用水施設の
整備を行う。 

   
 

50 
〈55〉 

 
－ 
－ 

 
50 

〈45〉 

 
(3)調査計画策定 

     営農飲雑用水施設の諸条件について調査等を行い、施設整備に必要な
事業計画の策定を行う。 

 

 
県営又は団体営 

 
50 
<55> 

 
 
 
 

 
未定 

 
 
 
 

 
未定 

 
 
 
 
 

 
４ 地域資源利活用施設整備事業 
  (1)既設の地域資源利活用施設の更新整備及び機能強化。 
 
  (2)地域資源利活用施設の整備。 
 
  (3)地域資源利活用施設の諸条件についての調査等及び施設整備に必要な

事業計画の策定。 
 

～略～ 

 

 
８ 農村整備事業 

 
事 業 名 

 
事 業 主 

体 

 
負 担 区 分 

 
採 択 基 準 

国 県 地元 
 
農 
村 
整 
備 
事 
業 
 
 

  
県営又は市町
村   

 
定額 

（計画策定
等事業） 

 
 

   
（事業の実施区域） 
１ 農業集落排水施設整備事業（省略）  
 
２  農道・集落道整備事業 
    原則として、整備される農道又は集落道の路線若しくは区間又は機能が 

県道又は幹線市町村道の路線等と重複しない範囲において実施するもの
とするのとする。 

 
（事業内容） 
１ 農業集落排水施設整備事業 
 (1)強靱化型 
  既設の農業集落排水施設について、最適整備構想又は維持管理適正化計 

画に基づき実施する耐震、浸水、停電対策、管理システム整備等の施設の 
目的を達成するために必要な改築又は撤去。 

 (2)高度化型 
  維持管理の効率化・適正化に向けた新技術導入に取り組む施設の整備、 

改築又は撤去。 
 (3)調査計画策定 
  農業集落排水施設の諸条件について調査等を行い、施設整備に必要な事 

業計画の策定。 
   
２ 農道・集落道整備事業 

～略～ 
 
 
 
 
３ 営農飲雑用水施設整備事業 
  (1)強靱化型 
    既設の営農飲雑用水施設について、機能保全対策面からの更新整備、機

能強化対策面等からの整備水準の向上を図る保全対策、耐震、浸水、停  
電対策、管理システム等の整備又は再編に伴う施設の整備若しくは撤去 
を行う。なお、取水施設、導水施設、送水施設、浄水施設、配水施設又は
給水区域内の防災拠点等までの送配水管路のいずれか一つ以上の施設に
対して、部分的に整備することも可能。 

  (2)高度化型 
    農業生産性の向上、農産物の生産コストの削減若しくは６次産業化に資

する整備又は維持管理の効率化等のための既設の営農飲雑用水施設の整
備を行う。 
  

 3)調査計画策定 
    営農飲雑用水施設の諸条件について調査等を行い、施設整備に必要な事

業計画の策定を行う。 
 

４ 地域資源利活用施設整備事業 
  (1)既設の地域資源利活用施設の更新整備及び機能強化。 
 
  (2)地域資源利活用施設の整備。 
 
  (3)地域資源利活用施設の諸条件についての調査等及び施設整備に必要な

事業計画の策定。 
 

 
 

～略～ 

 
団体営 
（営農飲雑用
水事業） 

 
50 

〈55〉 
 
 

 
未定 
〈20〉 
 

 
未定 
〈25〉 

 
50 

〈55〉 

 
－ 
－ 

 
50 

〈45〉 

  
50 
<55> 

 
 
 

 

 
未定 

 
 
 
 

 
未定 
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ページ 

正 誤 
 
p.47 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

９ その他補助事業 

 
事 業 名 等 

 
事 業 主 体 

 
負 担 区 分 

 
採 択 基 準 

国 県 地元 
 
土
地
改
良
施
設
維
持
管
理
適
正
化
事
業 
 
 

 
施設整備補修
（一般型） 

 
団体営（土地改良
区、市町村） 

 
30 

 
30 

 
40 

（拠出
30） 

 
～略～ 

 
施設整備補修
（連携管理保
全型） 

 
団体営（土地改良
区、市町村） 

 
40 

 
30 

 
30 

（拠出
30） 

 
1.管理指導事業の結果又は、国営造成水利施設保全対策指導事業実施要
綱等に従って、国又は県等が策定する機能保全計画において必要と認
められた整備補修のうち、水土里ビジョン（連携管理保全計画）に位置
づけられた施設の整備補修。 

2.3. 略 
 

 
防災減災機能
等強化対策 

 
団体営（土地改良
区、市町村、水利組
合等） 

 
50 

 
20 

 
30 

（拠出
30） 

 
～略～ 

 

９ その他補助事業 

 
事 業 名 等 

 
事 業 主 体 

 
負 担 区 分 

 
採 択 基 準 

国 県 地元 
 
土
地
改
良
施
持
管
理
適
正
化
事
業 
 
 

 
施設整備補修
（一般型） 

 
団体営（土地改良区、
市町村） 

 
30 

 
30 

 
40 

（拠出
30） 

 
～略～ 

 
施設整備補修
（連携管理保
全型） 

 
団体営（土地改良区、
市町村） 

 
40 

 
30 

 
30 

（拠出
30） 

 
1.管理指導事業の結果又は、国営造成水利施設保全対策指導事業実施要
綱等に従って、国又は県等が策定する機能保全計画において必要と認
められた整備補修のうち、水土里ビジョン（連携保全計画）に位置づ
けられた施設の整備補修。 

2.3. 略 
 

 
防災減災機能
等強化対策 

 
団体営（土地改良区、
市町村、水利組合等） 

 
50 

 
20 

 
30 

 

 
～略～ 
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正 誤 
 
p.55 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
p.63 
 
 
 
 
 
 
 

１０ 農山漁村地域整備交付金 
基幹事業 

 
事 業 名 

 
事 業 主 体 

 
負 担 区 分 

 
事 業 内 容 等 

国 県 地元 
海岸保全施設 
整備事業 

海岸 
管理者 

高潮対策 50 
「55」 

50 
「未定」 

- 
「未定」 

 
～略～ 

侵食対策 50 
「55」 

未定 
「未定」 

未定 
「未定」 

 
～略～ 

海岸耐震対策 50 
「55」 

未定 
「未定」 

未定 
「未定」 

 
～略～ 

 
～中略 

県単独事業 
１２ 県単土地改良事業 

 
事 業 名 

 
事 業 主 体 

 
負 担 区 分 

 
採 択 基 準 

国 県 地元 
県
単
土
地
改
良
事
業 
 
水
と
土
農
村
環
境
整
備
事
業
を
除
く 
 

 
維持補修事業 

 
団体営 

 
－ 
 
 
 
 
 
－ 

 
30 

 以内 
 

田んぼ 
ダム支 
援 

65 
 以内 
 

 
70 

 以上 
 
 
 
 

35 
 以上 

 
1 受益面積 2ha以上。 
2 補助事業等で造成した土地改良施設について緊急に必要 
 な補強・補修工事又は維持工事。 
3 流域治水対策（田んぼダム）を推進するために必要な既 
 存土地改良施設の維持補修工事等及びその支援に要する 
経費。この田んぼダム支援事業については、特定都市河 
川指定及び指定見込みの河川流域内であり、市町村が事 
業費のうち 35％を負担すること。 

  

 
 

１０ 農山漁村地域整備交付金 
基幹事業 

 
事 業 名 

 
事 業 主 体 

 
負 担 区 分 

 
事 業 内 容 等 

国 県 地元 
海岸保全施設 
整備事業 

海岸 
管理者 

高潮対策 50 
<55> 

50 
<未定> 

- 
<未定> 

 
～略～ 

侵食対策 50 
<55> 

未定 
<未定> 

未定 
<未定> 

 
～略～ 

海岸耐震対策 50 
<55> 

未定 
<未定> 

未定 
<未定> 

 
～略～ 

 
～中略 

県単独事業 
１２ 県単土地改良事業 

 
事 業 名 

 
事 業 主 体 

 
負 担 区 分 

 
採 択 基 準 

国 県 地元 
県
単
土
地
改
良
事
業    
 
水
と
土
農
村
環
境
整
備
事
業
を
除
く 
 

 
維持補修事業 

 
団体営 

 
－ 
 
 
 
 
 
－ 

 
30 

 以内 
 
田んぼ 
ダム支 
援 

65 
 以内 
 

 
70 

 以上 
 
 
 
 

－ 

 
1 受益面積 2ha以上。 
2 補助事業等で造成した土地改良施設について緊急に必要 
 な補強・補修工事又は維持工事。 
3 流域治水対策（田んぼダム）を推進するために必要な既 
 存土地改良施設の維持補修工事等及びその支援に要する 
経費。この田んぼダム支援事業については、特定都市河 
川指定及び指定見込みの河川流域内であり、市町村が事 
業費のうち 35％を負担すること。 

  

 
 

 

 

（
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
）

 

（
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
）
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